
【別添１】 

令和８年経済センサス‐活動調査の実施について 

 

【調査の目的】  

全産業分野の売上（収入）金額や費用などの経理項目を同一時点で網羅的に把握し、我

が国における事業所・企業の経済活動を地域別に明らかにするとともに、事業所及び企業

を対象とした各種統計調査の母集団情報を得ることを目的として実施します。 

経済センサス‐活動調査は、主に民営事業所を調査対象とする「甲調査」と、国及び地

方公共団体の事業所を対象とする「乙調査」の２種類があります。 

 

【調査の法的根拠】 

統計法（平成19年法律第53号）に基づいた報告義務のある調査（基幹統計調査）として

実施します。 

 

【調査の対象】  

① 甲調査  

日本標準産業分類に掲げる産業に属する事業所のうち、農林漁業に属する個人経営

の事業所、家事サービス業に属する事業所、外国公務に属する事業所等を除く全ての

事業所・企業 

② 乙調査 

国の事業所及び地方公共団体の事業所 

   

【調査の方法】  

① 甲調査  

調査は「調査員調査」と「直轄調査」による二つの方法で行います。  

ア 調査員による調査 

・ 都道府県知事が任命する調査員（別添２の「調査員証」を携帯）が、事業所等

を訪問して、活動状態の把握（廃業、新設等の把握）をした上で、個人経営企業

の事業所、支社等を有しない法人事業所（資本金１億円未満など比較的小規模な

法人のみ）、新設された事業所等に訪問して、調査票を配布します（令和８年４月

下旬～５月下旬）。 

※ チェーン店などの支所等の場合は、別途、総務省・経済産業省から調査書類が郵送されますので、調査員は

活動状態の把握のみを行い、調査票の配布・回収は行いません。また、上記調査員が調査票を配布する属性の

事業所に対しては、４月上中旬に総務省・経済産業省からインターネット回答に必要な書類を郵送しており、

インターネット回答がされていない事業所にのみ、調査員は調査票を配布します。 

なお、あらかじめ国が統計調査に用いる母集団として把握していない事業所については、新設された事業

所として、調査員は活動状態の把握、調査票の配布回収を行います。 

・ 回答は、インターネット、郵送又は調査員への提出により行うこととしており、

調査員へ提出する場合は調査員が回収に訪問します（令和８年６月）。 

 

イ 直轄調査 

・ 支社等を有する企業の本社等に総務省・経済産業省から調査票を郵送すること



により行います（令和８年４月下旬～５月）。 

・ 回答は、インターネット又は郵送により行います（令和８年６月）。 

 

② 乙調査  

市町村の調査事業所にあっては市町村が、都道府県の調査事業所にあっては都道府

県が、国の調査事業所にあっては総務省が電子メール等により調査票を送付し、これ

に回答する方法により行います。 

   

【調査の期日】 

令和８年６月１日現在 

 

【調査事項】 

① 甲調査  

〔産業共通の基本的事項〕 

・ 事業所の名称、所在地、経営組織、開設時期、従業者数、主な事業の内容、売上

高・費用等の経理事項等 

〔産業別の特性事項〕 

・ 製造業：製品出荷額、在庫額、加工賃収入額、原材料・燃料・電力の使用額等 

・ 卸売業、小売業：年間商品販売額、商品手持額、店舗形態、売場面積、営業時間

等 

② 乙調査  

・ 事業所（機関）の名称、電話番号、所在地等 

  

【結果の公表】  

① 公表の方法：インターネット、刊行物及び閲覧により公表します。 

② 公表の時期：速報集計結果は令和９年５月末日までに、確報集計結果は令和９年９

月頃から順次公表予定です。 

 

【その他】 

・ 毎年実施しております経済構造実態調査については、本調査の実施に伴い実施され

ません。 

 ・ 詳しくは、令和８年経済センサス‐活動調査ホームページを御高覧ください。 

https://www.e-census2026.go.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

＜連絡先＞ 
総務省統計局経済統計課経済センサス室 
メールアドレス：e-katsudou@soumu.go.jp 
電話番号：03-5273-1388 

 


